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　2000年4月より、報酬の有無を問わず、国立大学の教員等が企業の役員に就任すること

が認められました。兼業が可能となるのは、次のような企業の役員です。�

・「大学等技術移転促進法」に基づく技術移転機関（ＴＬＯ）の取締役�

・その教員の研究成果を活用して事業化を進める企業の取締役�

・株式会社、有限会社の監査役�

　2003年3月現在、304件の役員兼業が承認されています（図）。これにともない大学発の

ベンチャー企業が設立されるなど、産業競争力の強化に貢献しています。�

　なお、現在国会で審議されている「国立大学法人法案」が成立・施行されると、2004年4

月より、国家公務員としての兼業規制はなくなります。�

　2000年4月、公立学校においても、教育免許状をもたず、教育に関する職に就いたこと

のない民間人が、適任であると認められれば校長に就くことができるようになりました。�

　この資格要件の緩和によって、幅広い分野から優れた資質・能力をもつ人材の確保が可

能となりました。これを機に、各学校における特色ある教育活動の展開が期待されています。�

国立大学教員等の役員兼業承認件数の推移�（2003年3月28日現在）�

教育に関する職に就いた経験のない公立学校の民間人校長�

注１　（　）は、今後校長として登用される予定の者の数で、内数。（2003年２月１４日現在）�
注２　「校長」には、新設校に係る開設準備担当校長等を含む。�
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